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 3）チャンドラー（Alfred D. Chandler）は，近代企業が大量生産と大量流通を統合することにより，市場メ














 4）中込［1977］は，1976 年 1 月における東京繊維協会小林理事長の念頭の辞を引用し（『繊維月評』1976














と（資料 2），②売上高の指標から見た日本の代表的なアパレルメーカーが 1970 年代までに株











































　まずアパレル産業形成の概要をつかむため，1950 年代半ば以降から 1990 年頃に至る衣服
の製造出荷額，卸売販売額，小売販売額の推移，既製服の仕立形態別割合の推移を確認する。
　日本の衣服・その他繊維製造業出荷額は，1955 年の約 850 億円，全製造業出荷額に占める




　日本衣服卸売業の年間販売額推移は，1958 年の約 2940 億円，全卸売業年間販売額に占め


















(C) (A)+(B)+(C) 全小売業 （D）
{(A)+(B)+(C)} ／
(D)
1964 410 262 187 859 8,350 10.3%







注文の割合が 6 割を越えていた。1960 年代から 70 年代半ばにかけて既製服化が進み，1982
年には既製＋イージーの割合が 9 割を越えるようになった。これを供給業者の側から見れば，
紳士背広や婦人スーツのような既製服化が遅れた衣料品でも，1960 年代から 70 年代にかけて，
紳士・婦人スーツの製造卸売業者が台頭したことを意味する。
資料 2　紳士服背広類，紳士ズボン，婦人服スーツ類，スカートの仕立形態別割合推移（％）
　 　 1958 以前 1961 1964 1967 1970 1973 1976 1979 1982
背広類 既製 33.3 36.4 33.5 33.6 46.3 51.5 64.5 70.6 78.1 
　 イージー 5.4 7.8 11.9 14.0 12.3 16.5 15.8 15.1 14.4 
　 注文 61.3 55.5 53.2 49.0 40.5 31.9 19.3 13.7 7.5 
　 自家製 – – – – 0.9 0.1 0.4 0.6 –
ズボン 既製 72.4 77.8 77.7 80.7 89.7 96.2 97.3 97.8 98.7 
　 イージー 4.1 7.0 10.0 7.0 4.1 1.9 1.5 1.2 1.0 
　 注文 22.5 14.1 11.0 8.7 5.8 1.8 1.1 0.9 0.3 





既製 – – 26.2 34.4 43.2 67.4 80.8 87.8 93.7 
イージー – – 11.1 11.9 8.4 4.3 3.5 1.6 1.4 
注文 – – 40.7 29.6 33.7 20.7 8.4 6.2 2.6 
自家製 – – 17.8 21.6 14.7 7.6 7.3 4.4 2.2 




既製 – – 33.6 38.0 69.3 82.7 92.3 96.4 97.3 
イージー – – 1.7 2.5 2.0 0.7 0.6 0.6 0.6 
注文 – – 18.9 17.1 8.5 5.2 1.3 0.7 0.8 
自家製 – – 43.2 38.1 20.2 11.4 5.8 2.3 1.3 
出所）1958 年以前から 1967 年までは，日本羊毛振興会 [1961]『市場調査報告 No.9　1961 年第 1 回消費者実態調査―
紳士服類の所有・購入・購入意向についてー』，日本羊毛紡績会 [1970]『羊毛工業統計資料集― 1970 年版―』。な










出所 :中込 [1975]102 ページ。
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　資料 4 は，有力アパレルメーカーの中で 1970 年代までに株式上場した企業の例示である。
東京に本社を置く有力アパレルメーカーが 1960 年代から 70 年代にかけて東京証券取引所に
上場している。また資料 5 は，1970 年代における売上上位の有力アパレルメーカーの売上推



























　 1965 年 1970 年 1975 年 1980 年 1985 年
㈱レナウン 162 361 1,282 2,058 2,202
樫山株式会社 85 278 818 1,504 1,760
㈱三陽商会 39 121 280 581 892
イトキン株式会社 43 120 416 626 1031
㈱ワールド 6 35 275 780 1359
㈱東京スタイル 24 73 314 528 591
出所）㈱レナウン：1966 年 1 月期決算は，レナウン商事株式会社，1970 年 12 月期より
1985 年 12 月期までは㈱レナウンの決算，社内資料より。樫山株式会社（1966 年 2
月期より 1986 年 2 月期決算）：社内資料。㈱三陽商会：1966 年 3 月期決算は『繊
研新聞』1969 年 2 月 3 日，1970 年 12 月期より 1985 年 12 月期までは『有価証券
報告書』より。イトキン株式会社：1966 年 1 月期は，繊研新聞社 [1970]『ファッ
ション・ビジネスへの挑戦（上）』262 ページ，1971 年 1 月期は，㈱イトキン広報























資料 6　既製服における JIS 規格の推移
1952 年 1 月，日本既製服中央委員会は，紳士既製服の標準寸法 36 サイズを制定する（日本繊維協議
会編［1958］931–933 ページ）。
1952 年 3 月，日本既製服中央委員会は，婦人子供服の標準寸法表を制定する（日本繊維協議会編［1958］
931–933 ページ）。
1956 年 12 月，綿既製エリ付きワイシャツならびに綿既製開キンシャツの規格制定（『昭和 36 年版
繊維年鑑』［1960］194 ページ）。
1957 年 3 月，1952 年制定の紳士既製服 36 サイズがそのまま JIS 寸法に採用される。繊維製品の
JIS 寸法の第一号である（『昭和 37 年版繊維年鑑』［1961］193 ページ）。
1957 年 5 月，子供服の JIS 寸法が制定される（『昭和 39 年版繊維年鑑』［1963］215 ページ）。
1960 年 3 月，衛生白衣の JIS 規格制定（『昭和 41 年版繊維年鑑』［1965］186 ページ）。
1960 年 7 月，ワイシャツならびに白衣の JIS 表示許可工場申請の受付が各通産局において行われる
（『昭和 37 年版繊維年鑑』［1961］188–189 ページ）。
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維年鑑』［1962］206 ページ）。
1961 年 5 月，背広服のサイズの呼び方と出来上がりサイズ表（58 サイズ）を新たに作成し，背広服
JIS 寸法を改訂する（『昭和 37 年版繊維年鑑』［1961］192–193 ページ，『繊研新聞』1961 年 6 月 9 日）。
1961 年 11 月，ブラウスの JIS 規格公示（『昭和 39 年版繊維年鑑』［1963］ 205 ページ）。
1963 年 2 月，婦人服について，普通サイズ 14 種類，特殊サイズ 5 種類，ジュニアサイズ 3 種類の
JIS 規格を制定する（『昭和 39 年版繊維年鑑』［1963］207，214–215 ページ，『繊研新聞』1964 年
5 月 25 日）。
1963 年 2 月，子供服 JIS 寸法を改訂する（『昭和 39 年版繊維年鑑』［1963］215 ページ）。
1963 年 3 月，背広服の材質，縫製の内容などについて，新たに JIS 規格が制定される（『昭和 39 年
版繊維年鑑』［1963］207，214 ページ）。
1963 年 3 月，パジャマの規格制定（『昭和 40 年版繊維年鑑』［1964］195 ページ）。
1964 年から，ブラウス，パジャマの JIS 表示許可工場の申請を受け付ける（『昭和 41 年版繊維年鑑』
［1965］186 ページ）。
1966 年 4 月，スポーツシャツの JIS 規格が公示される（『昭和 42 年版繊維年鑑』［1966］177 ページ）。
1970 年 4 月，子供（3–12 歳），ジュニア男子（3–17 歳），ジュニア女子（3–17 歳），成人男子（18–29 歳），
成人女子（18–29 歳）の各グループに，「既製衣料呼びサイズ」（JIS）を制定する。身長，胸囲の 2
元表示とする。成人男子は 36 サイズとし，30 歳以上についても，これまでの経験数値を勘案してい
る（『昭和 46 年版繊維年鑑』［1970］227–228 ページ）。
1970年 11月，既製背広服の JIS規格が改定される。従来の 58サイズから 72サイズへと増える。身長，
胸囲，胴囲の 3 元表示とする（『昭和 46 年版繊維年鑑』［1970］227–228 ページ，『昭和 47 年版繊維年鑑』
［1971］216 ページ）。
1971–72年度，中年以上の肥満体の計数を見出すため，25–65歳の男女の体格調査を行う。これにより，
4 歳以上の男女の体格測定値が確定した（『昭和 48 年版繊維年鑑』［1972］226 ページ，『昭和 49 年
版繊維年鑑』［1973］208 ページ）。
1972 年 10 月，ブラウス，衛生白衣の JIS が改正される（『昭和 49 年版繊維年鑑』［1973］207–208
ページ）。
1972 年 12 月，子供服ならびにジュニア，婦人服の改訂新 JIS サイズを作成，既製服サイズ展開の
基準として実施される。基本サイズとの関係で 29 歳までの年齢対象である（『繊研新聞』1974 年 5
月 30 日）。
1974 年 5 月，婦人服の JIS サイズが，ジュニア，29 歳までの成人女性に加えて，30 歳以上の女性
も含む形で設定される。第 1 に，1972 年 12 月から実施している新 JIS サイズの手直しをおこない，
新 JIS サイズと新たなミセスサイズの身長，胸囲のピッチ幅をそろえた統一した内容のものにした。
また，従来の 1 センチ幅であった身長のピッチを 5 センチ幅に切り替えた（『繊研新聞』1974 年 5 月
30 日）。






。1960–70 年代の JIS 衣料サイズ展開は，1980 年改正
時の問題点をはらんでいたが，既製服の普及にとっての社会的インフラを提供した。
　さらに 1980 年 3 月 1 日，新しい JIS 衣料サイズが告示された
12)
。新 JIS 衣料サイズ制定の
11）日本繊維協議会『昭和 46 年版繊維年鑑』［1970］228 頁。
12）JIS 衣料サイズ推進協議会会長・石川章一氏へのインタビュー，「サイズシステムの確立」『繊研新聞』
1980 年 3 月 20 日，『1981 年版繊維年鑑』［1981］231-2 頁参照。
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15）JIS 衣料サイズ推進協議会監修・日本繊維新聞社編集［1980］14-15 頁。③に言う「3 種のサイズ表」とは，
⑴フィット性を必要とするもので，胸囲，胴囲，身長など 3 元で表示するもの，⑵フィット性をそれほど考
えなくてよく，胸囲，身長など 2 元（単数）で表示するもの，⑶フィット性をほとんど考えなくてよく，2 元（範
囲）で表示するものを意味する。JIS 衣料サイズ推進協議会監修・日本繊維新聞社編集［1980］37 頁。


























いる小売店にまで及び，1961 年 10 月に関東地区の有力衣料小売店 50 社を結集して東レサー


















































21）たとえば，東レでは，1959 年スキー服キャンペーンとして「ザイラ ・ーブラック」を，61 年夏には「セミ・
スリーブ・シャツ」を，62 年には「シャーベット・トーン」を，63 年には「フルーツ・カラー」「バカンス・








1964 年頃である。レナウン［1983］20 頁，『繊研新聞』1963 年 11 月 18 日，64 年 5 月 8 日，65 年 10 月 7 日，
68 年 2 月 21 日，㈱三陽商会社内資料を参照。
25）伊勢丹のイージーオーダー展開については，伊勢丹［1990］175-176 頁を参照。












































































































ター・福岡真一営業推進室室長（当時）へのインタビュー（1996 年 6 月 12 日），㈱三陽商会・市川正人婦
人企画部次長（当時）へのインタビュー（2001 年 7 月 11 日），㈱レナウン・豊田圭二元代表取締役社長へ
のインタビュー（2004 年 10 月 1 日），『日本繊維新聞』1971 年 12 月 13，14，16 日付，3 面，伊勢丹［1990］
294-302 頁をふまえてまとめた。
34）石井［1999］38-76 頁は，技術の軸と使用機能の軸により，ブランドを 4 つのタイプに分類し，特定の技
術と使用機能に従属的なブランドを製品指示型ブランド，特定の技術にも使用機能にもしばられないブラン
ドをブランドネクサス型ブランドと定義した。その上で，ブランドネクサス型ブランドが，「もっとも純粋














製造については，① 1950 年代後半のホフマンプレス機の導入，② 1957 年頃からのシンクロ・




































40）『繊研新聞』1969 年 8 月 7 日。既製服の生産工程は，①スケッチ・デザイン，②パターン・メイキング，
③パターン・グレーディング，④マーキング（型入れ），⑤カッティング（裁断），⑥ソーイング（縫製），⑦フィ










人服）と技術・販売提携する（『繊研新聞』1963 年 11 月 18 日，1965 年 10 月 7 日）。
・1964 年，ニューヨークの子供服メーカー，サム・ランドル社と技術提携，パターン現物，ボディ




コーディネーション，商品のトータル化を学ぶ（『繊研新聞』1968 年 2 月 21 日）。
　三陽商会は，1958 年には専任デザイナーを欧州および米国に派遣し，コートの研究に没頭
させた。さらに 1963 年から 3 年間，パリにアトリエを開設して流行の本場のデザインを活用



















44）三陽商会［1988］12 頁，『繊研新聞』1969 年 2 月 3 日 7 面。








　　また，樫山株式会社・角本章元取締役副社長の言（1996 年 6 月 10 日，7 月 31 日）によれば，1950 年代































　その後，1965 年 2 月期決算では，工業本部（都島工場）の従業員数 383 人，本縫ミシン機 127 台，













52）本段落については，樫山株式会社『有価証券報告書総覧』1965 年 2 月期，6-8 頁参照。
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土地や建物を提供した『オンワード縫製』という名のつく会社が 10 社あるが，それ以外はす
べて各地域の資本を活用した非直営工場である」。さらに，この協力工場のうち，「最も大きな






































54）「繊研新聞」1963 年 9 月 30 日。
55）繊研新聞社編［1970］27-28 頁。
56）繊研新聞社編［1970］28 頁。















　縫製技術の蓄積について，三陽商会は 1967 年 10 月，量産のための縫製加工を研究する部











。1969 年 12 月，三井物産と提携して茨城県




。1970 年 3 月，三井物産と提携して「岩手サンヨーソーイング」（資本金
2000 万円，従業員 120 人）を設立，1970 年 7 月，三菱商事と提携し，「宮城サンヨーソーイング」
（資本金 2000 万円，従業員 100 人）を設立している
64)
。










60）本段落については，『繊研新聞』1971 年 3 月 22 日参照。
61）この段落については，三陽商会［2004］100 頁を参照。
62）三陽商会［2004］78 頁。
63）三陽商会［2004］78 頁，『繊研新聞』1970 年 7 月 15 日。
64）『繊研新聞』1970 年 7 月 15 日。
65）『繊研新聞』1971 年 7 月 1 日。
66）三陽商会［2004］72，78 頁。
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三陽商会は，1950 年代から 70 年代にかけて，全国各地の主要都市に販売する体制をつくっ
ていった。
資料 8　樫山株式会社の支店およびオペレーションセンターの展開
1927 年 10 月，樫山商店創業。
1947 年 9 月，樫山商事株式会社を設立。
1948 年 1 月，東京支店を開設。
1952 年 1 月，大阪本社（現大阪支店）新築完成。
1956 年 7 月，福岡支店開設。
1958 年 1 月，東京支店（現東京本社）新築完成。
1960 年 11 月，札幌支店開設。
1963 年 9 月，都島オペレーションセンター新築完成。
1964 年 8 月，芝浦第一ビル新築完成。
1966 年 9 月，本社所在地を東京都中央区に移転。
1970 年 8 月，福岡オペレーションセンター新築完成。
1972 年 3 月，芝浦第二ビル新築完成。
1973 年 11 月，仙台支店開設。
1974 年 9 月，名古屋支店開設。
1976 年 2 月，広島支店開設。
1979 年 8 月，芝浦第三ビル開設。
出所）樫山株式会社『1988 年 2 月期有価証券報告書総覧』1 ページ。
資料 9　㈱三陽商会の出張所・支店，商品センターの展開
1942 年 12 月，東京板橋区に個人経営三陽商会を開業。
1952 年 7 月，神田旭町に本社を移転。
67）『繊研新聞』1970 年 4 月 10 日，『日本繊維新聞』1970 年 4 月 11 日。
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1952 年 8 月，大阪営業所を開設。
1961 年 1 月，名古屋出張所開設。
1962 年 2 月，札幌出張所開設。
1962 年 5 月，神田本社を鉄筋 5 階建てのビルとして新築。
1962 年 8 月，福岡出張所開設。
1963 年 11 月，大阪営業所社屋を増改築，大阪支店に改組。
1969 年 2 月，東京四谷本社落成。
1974 年 7 月，紳士服管理部門として，川口商品センターを開設する。
1974 年 7 月，名古屋出張所が名古屋支店に昇格する。
1977 年 5 月，仙台事務所を開設。
1977 年 11 月，札幌出張所が支店に昇格する。
1978 年 1 月，福岡出張所が支店に昇格し，新社屋落成する。
1978 年 5 月，ニューヨークに駐在事務所を設置する。
1978 年 8 月，仙台事務所が仙台営業所に改称する。
1981 年 2 月，ニューヨークに現地法人サンヨー・ファッション・ハウス INC 設立する。





















69）樫山株式会社・角本章元取締役副社長へのインタビュー（1996 年 6 月 20 日，7 月 31 日），「オンワード




















［1973］ 『繊維二次製品銘柄調査』の 1972年 11–12月調査によれば，紳士服の「知名銘柄」1位は，
「オンワード」92.2％，2 位「ピエール・カルダン」77.0％，3 位「VAN」71.4％，「所有銘柄」































70）樫山株式会社・角本章元取締役副社長へのインタビュー（1996 年 6 月 10 日，7 月 31 日）。
71）アパレル産業のブランド開発に関する歴史分析については，木下［1990］を参照のこと。
72）樫山［1976］70 頁。
73）『繊研新聞』1971 年 6 月 30 日，1975 年 1 月 29 日，1977 年 6 月 11 日。
74）三陽商会［2004］20 頁，繊研新聞社［1970］242 頁。
75）『繊研新聞』1969 年 2 月 3 日。
76）『繊研新聞』1968 年 6 月 18 日，繊研新聞社編集部［1970］245 頁。
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